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31. はじめに
1.1 背景・目的
1. はじめに
1.1 背景・目的

●省エネルギー対策●省エネルギー対策

⽼朽化を迎えた浄⽔場更新計画の検討事例を紹介し、
今後の浄⽔場更新検討業務で留意すべき事項を提案する

●⽔需要の減少、⽔道収益の減少●⽔需要の減少、⽔道収益の減少
●地震や異常気象等への対応●地震や異常気象等への対応 浄⽔場の更新に合わせて

これらの課題も解決することが重要
浄⽔場の更新に合わせて
これらの課題も解決することが重要

浄⽔施設の⽼朽化、耐震性能の未確保
全面改修や大規模な耐震補強など更新時期を迎えている

浄⽔施設の⽼朽化、耐震性能の未確保
全面改修や大規模な耐震補強など更新時期を迎えている

ただし、浄⽔場は最も核となる構成要素であるとともに、
一旦建設すると、容易に造り替えることが困難

ただし、浄⽔場は最も核となる構成要素であるとともに、
一旦建設すると、容易に造り替えることが困難
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浄水場単体のみを対象とするのではなく、水道システムとしての
最適化を⾒据えたシステム全体の検討が必要



41. はじめに
1.2 浄⽔場更新時における主な検討課題
1. はじめに
1.2 浄⽔場更新時における主な検討課題

⽔源
（既存⽔源）
⽔量の安定性、⽔質の変化

（新規⽔源）
⽔源の確保、取⽔地点、⽔質等の調査検討

取⽔
（表流⽔の場合）
取⽔位の維持、取⽔地点の妥当性、
河岸の洗堀・浸食

導⽔
通⽔能⼒の評価、事故・地震等のリスク評価

浄⽔
施設能⼒、⽔質評価、
運転・維持管理の不具合、
⽼朽化・地震対策、既存施設内での更新

送⽔
通⽔能⼒の評価、事故・地震等のリスク評価

配⽔
配⽔池容量の確保状況、⽼朽化・地震対策

浄⽔場の更新検討では、浄⽔施設のほか、⽔源から配⽔施設に⾄る⽔道システム
一連の施設群を対象に、下記の事項が主な検討事項に該当する
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52. 更新計画の検討事例
2.1 本業務の検討内容
2. 更新計画の検討事例
2.1 本業務の検討内容

 関連施設すべての現地調査
 浄⽔場を含めた⽔道システム全体の

現状把握及び課題の抽出
 対策案の検討
 整備方針の選定、⽔道システムの

最適化を⾒据えた整備方針の決定

 関連施設すべての現地調査
 浄⽔場を含めた⽔道システム全体の

現状把握及び課題の抽出
 対策案の検討
 整備方針の選定、⽔道システムの

最適化を⾒据えた整備方針の決定

目的

背景
 浄⽔場の⽼朽化
 耐震性能NG
 浄⽔場の⽼朽化
 耐震性能NG

 浄⽔場の全面更新を選択肢に
加えた整備方針の検討

 浄⽔場の全面更新を選択肢に
加えた整備方針の検討

検討方法

現地調査

現況評価

課題抽出

整備方針の⽴案

整備方針の比較評価

最適案の選定

図︓検討フロー図︓検討フロー

更新または大規模な耐震補強が必要更新または大規模な耐震補強が必要
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62. 更新計画の検討事例
2.2 対象浄⽔場と関連施設群の概要
2. 更新計画の検討事例
2.2 対象浄⽔場と関連施設群の概要

対象浄水場 A浄水場
施設能⼒ 10万m3/日

⽔源 ダム放流⽔

処理方式 凝集沈殿＋
急速ろ過

建設年度 S30年代半ば
耐震性能 NG

（1）対象浄⽔場（1）対象浄⽔場

沈砂池 分⽔井 着⽔井 凝集
沈殿

急速
ろ過 浄⽔池 配⽔池取⽔

凝集剤

前塩素
前石灰

中塩素 後石灰 後塩素粉末活性炭

浄⽔池

原⽔流⼊

分⽔井

管理棟

着⽔井
凝集沈殿池

浄⽔池

浄
⽔
池

急速ろ過
配⽔池

配⽔池

排泥池
濃縮槽

配⽔池

図︓A浄⽔場平面図図︓A浄⽔場平面図

図︓A浄⽔場の浄⽔処理フロー図︓A浄⽔場の浄⽔処理フロー

対象事業体 Z市
給⽔量 30万m3/日

︓A浄⽔場用地

︓耐震性能NG
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72. 更新計画の検討事例
2.2 対象浄⽔場と関連施設群の概要
2. 更新計画の検討事例
2.2 対象浄⽔場と関連施設群の概要

（2）関連施設群の概要（2）関連施設群の概要

Yダム

Xダム 沈砂池 接合井 A浄水場

B浄水場

分⽔井

発電所

分⽔井

沈砂池

給 ⽔ 区 域
Ｂ系統

A系統

Q＝1万ḿ3/日

Q＝10万ḿ3/日

Q＝10万ḿ3/日

Q＝3万ḿ3/日

Q＝20万ḿ3/日

Q＝22万ḿ3/日

凝集沈殿+急速ろ過
建設年︓S50年初め
耐震性︓不明

隧道（開⽔路）

管路

取⽔地点
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3. 検討結果
3.1 ⽔道システムの課題-1
3. 検討結果
3.1 ⽔道システムの課題-1

8

⽔源

 利⽔安全度は確保
 温暖化による渇⽔等の影響に注意が必要
 富栄養化項目に僅かな濃度上昇を確認、

継続監視が必要
 ⾼濁度の頻発し、浄水処理の強化等の検討が必要

 利⽔安全度は確保
 温暖化による渇⽔等の影響に注意が必要
 富栄養化項目に僅かな濃度上昇を確認、

継続監視が必要
 ⾼濁度の頻発し、浄水処理の強化等の検討が必要

評 価 結 果 根本的対策
の必要性

取⽔
 河川のみお筋に大きな変化なし、流況も安定
 取⽔⼝上流側で河岸の洗堀、浸食が発生
 河川のみお筋に大きな変化なし、流況も安定
 取⽔⼝上流側で河岸の洗堀、浸食が発生

不要

不要

⿊字︓対策不要 ⻘字︓継続的な監視又は現状と同程度の対策が必要 ⾚字︓具体的な対策が必要

19



3. 検討結果
3.1 ⽔道システムの課題-2
3. 検討結果
3.1 ⽔道システムの課題-2

9

導⽔

 隧道施設の劣化調査が困難のため、事故発生リスクが不明
 崩落事故が発⽣した場合の復旧の⻑期化、

安定給水への支障
 A,B浄⽔場ともに１系統しかなく、バックアップが困難

 隧道施設の劣化調査が困難のため、事故発生リスクが不明
 崩落事故が発⽣した場合の復旧の⻑期化、

安定給水への支障
 A,B浄⽔場ともに１系統しかなく、バックアップが困難

評 価 結 果 根本的対策
の必要性

浄⽔

 竣工から60年が経過し、更新時期の到来
 A,B浄⽔場ともに、耐震性能NG
 ⽔質基準値の最大70%以上の検出項目があり、浄⽔処理の

強化が必要
 運転しながらの改修が必要のため、安定給水に懸念

 竣工から60年が経過し、更新時期の到来
 A,B浄⽔場ともに、耐震性能NG
 ⽔質基準値の最大70%以上の検出項目があり、浄⽔処理の

強化が必要
 運転しながらの改修が必要のため、安定給水に懸念

必要

必要

⿊字︓対策不要 ⻘字︓継続的な監視又は現状と同程度の対策が必要 ⾚字︓具体的な対策が必要

送配⽔
 耐震性能NG
 浄⽔場移転の場合、送配水ルート及び送配水方式の

再検討が必要

 耐震性能NG
 浄⽔場移転の場合、送配水ルート及び送配水方式の

再検討が必要
必要
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3. 検討結果
3.1 ⽔道システムの課題-3 （課題のまとめ）
3. 検討結果
3.1 ⽔道システムの課題-3 （課題のまとめ）

10

⽔源

不要

取⽔

不要

根本的対策の必要性

導⽔

必要

浄⽔

必要

送配⽔

必要

⽔道システムとしてのボトルネック施設

継続的な監視や

浄⽔施設での対応で

対処可能と判断

浄⽔場の単純更新では、⽔道システムの

持続的な安定性が確保できないと判断
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3. 検討結果
3.2 整備検討の方針
3. 検討結果
3.2 整備検討の方針

11

検
討
方
針 ⇒3.3で説明⇒3.4で説明 ⇒3.5で説明

Yダム

Xダム
沈砂池 接合井 A浄水場

B浄水場

分⽔井

発電所

分⽔井

沈砂池
統合浄水場の

新設

継続
使用

（一部改修）

⽔源・取⽔ 導⽔ 浄⽔

二系統の検討 浄水場移転
に伴う整備

送配⽔

新配水池

浄水場の統廃合、
上流移転の検討

A浄⽔場用地内

送⽔施設の整備
（⾃然流下又は加圧）

導⽔施設の二系統検討

導⽔施設の二系統検討
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3. 検討結果
3.3 浄⽔場の統廃合及び上流移転-1
3. 検討結果
3.3 浄⽔場の統廃合及び上流移転-1

12

浄⽔施設の課題
 竣工から60年程度が経過
 耐震性能が確保されていない
 ⽔質基準強化への対応（浄⽔処理方法の強化）
 既存施設は、施設運転を継続しながら改修する必要あり（停⽌が不可能）

浄⽔場の⽼朽化の進⾏、
災害時及び施工時の安定給⽔に多大な影響を及ぼすおそれ

改修又は更新の検討が必要
浄⽔施設の整備案
 整備案①︓既存施設を改修して継続利用
 整備案②︓A浄⽔場の単独更新
 整備案③︓A・B浄⽔場の統廃合による更新

3案で比較検討を実施
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3. 検討結果
3.3 浄⽔場の統廃合及び上流移転-2
3. 検討結果
3.3 浄⽔場の統廃合及び上流移転-2

13

運転維持管理性

整
備
案
①

整
備
案
②

整
備
案
③

A

B

改修し継続利⽤

A浄水場の単独更新

統廃合による更新

A

危機管理性 経済性

B

A

B 統合浄水場

廃⽌

廃⽌

評価

更新

改修

改修

改修

 現状課題の解
決が困難

 経年劣化の延
命処置が必要

×
 管理、⽔質の

改善が可能

△
 管理、⽔質の

改善が可能
 統廃合による

合理化
〇

 一部施設で耐
震化が図れず、
地震リスクの低
減が困難

×
 B浄⽔場の地

震対策・改修
が必要

△
 地震リスクの低

減が可能

△

イニシャル︓
1.0

ランニング︓
1.0

〇
イニシャル︓

1.4
ランニング︓

0.9

×

イニシャル︓
1.3

ランニング︓
0.8

△

×

△

〇
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3. 検討結果
3.3 浄⽔場の統廃合及び上流移転-3
3. 検討結果
3.3 浄⽔場の統廃合及び上流移転-3

14

統廃合浄水場の整備方針
上流

Yダム

Xダム

下流

A浄水場 新配水池

A浄⽔場用地内

B浄水場

【整備方針】
配⽔池の整備

 既存浄⽔場の跡地の
有効活用

 浄⽔場更新面積の削減

統合浄水場

【整備方針】
上流移転

 導⽔施設の整備量削減
 送配⽔への

位置エネルギーの活用
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3. 検討結果
3.4 導⽔施設の事故等リスクへの対応-1
3. 検討結果
3.4 導⽔施設の事故等リスクへの対応-1

15

導⽔施設の課題

 A,B系統ともに一系統ずつしかなく、施設停⽌が困難
 詳細な調査診断ができず、各種リスクが不明

事故時には復旧の⻑期化
安定給⽔に多大な影響を及ぼすおそれ

改修や二系統化などの対策が必要
導⽔施設の整備案

 整備案a︓既存活用案
 整備案b︓増設案 ２案で比較検討を実施
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3. 検討結果
3.4 導⽔施設の事故等リスクへの対応-2
3. 検討結果
3.4 導⽔施設の事故等リスクへの対応-2

16

整
備
案
a

整
備
案
b

既存A系統、B系統の改修を実施
既存A系統の改修・事故時は、B系統に新設する導⽔ポンプを稼働

新規導⽔施設の整備
既存B系統の継続利用のため、「導⽔ポンプ施設の新設」＋「既設の補強・改修」を実施

A浄水場

B浄水場
沈砂池

統合浄水場

沈砂池

発電所

P
Q＝11万ḿ3/日
（B系統の⽔利権の付替えで増量）

Q＝20万ḿ3/日

Q＝1万ḿ3/日

Q＝11万ḿ3/日【常時】

Q＝20万ḿ3/日【非常時停⽌】

A系導⽔の非常時に稼働
Q＝11万ḿ3/日【非常時】

A系統

B系統

A浄水場

B浄水場沈砂池

統合浄水場

沈砂池

発電所
Q＝20万ḿ3/日

Q＝11万ḿ3/日

Q＝20万ḿ3/日

A系統

B系統

沈砂池

Q＝11万ḿ3/日
（B系統の⽔利権の付替えで増量）

改修 更新 廃⽌ 変更なし
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3. 検討結果
3.4 導⽔施設の事故等リスクへの対応-3
3. 検討結果
3.4 導⽔施設の事故等リスクへの対応-3

17

整
備
案
a

整
備
案
b

安定性 管理性 経済性 評価
導⽔ポンプの導⼊により

二系統化を実現
※ ただし、電⼒事業者と調整の上、

非常時運転を⾏う必要あり

二系統化により
定期的な清掃点検が可能

1.0 〇
〇 〇 ◎

二系統化が図れ、
バックアップ機能を確保

二系統化により
定期的な清掃点検が可能

1.3 △
◎ 〇 △

整備案bは、事故等リスクの大幅な低減が可能だが、整備費⽤が高額
整備案aは、導水ポンプの整備及び発電所との調整等の運用上の制約があるが、

既存導水施設が活⽤でき、コスト抑制が可能
経済的に二系統化を実現できる整備案aを採⽤
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3. 検討結果
3.5 送⽔方式の転換
3. 検討結果
3.5 送⽔方式の転換

18

A浄水場
A浄⽔場用地内

統合浄水場の
新設

新配水池

送⽔施設の整備
（⾃然流下又は加圧）

浄⽔場上流移転に伴う、送⽔方式を検討

方式 ⾃然流下 ポンプ加圧

整備
内容 送⽔管 送⽔管

送⽔ポンプ

⼝径
延⻑

経済性

Φ1,350
8,000m

1.1

Φ1,000
8,000m

1.0

排出量の差

4割程度

※ 送⽔量7.5万m³/日（負荷率・需要低減考慮）、揚程6mと
設定

※ ポンプ運転分は算定期間60年（⼟⽊施設の法定耐用年数と
同年数）として算出

参考⽂献︓JWRC, e-Pipeプロジェクト,第5章管路施設のLCAに関する研究
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 ⾃然流下方式、加圧方式の比較評価を実施
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① 安定給水に影響を与えるボトルネックの抽出

② 関連施設を含めた最適な浄水場更新の検討

今後の浄⽔場更新検討業務で留意すべき事項を以下のとおり提案する

 ⻑期的な視点に⽴ち、安定的な給⽔を実現するための水道システム全体の
最適化の勘案が必要がある

 ⽔道システムの現況評価を実施し、ボトルネック施設の特定等の課題抽出を
⾏い、これらについて対策を講じることが重要である

 ⽔道システムの最適化を⾒据えて、効果的・効率的な浄水場の更新を⾏う
ため、浄水場単体のみに着目するのではなく、水源から配水に至る一連の
水道システムとして俯瞰して検討する必要がある

 そのなかで、施設の統廃合や上流移転など、最適な浄水場更新計画を策定
することが重要である
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